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本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、国際サステナビリティ基準審議会（以下

「ISSB」という。）の IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般

的要求事項」（以下「IFRS S1 号」という。）に相当する基準（日本版 S1 基準）の開発

を当委員会の審議テーマとすることを決定した。  

2. 本資料は、日本版 S1 基準における実務上不可能な場合に関する定めについて検討するこ

とを目的としている。 

事務局による提案の要約 

3. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである。 

日本版 S1基準において、次のことを定める（後述の第 9項参照）。 

(1) 「実務上不可能」について、「ある要求事項を適用するために合理的な努力を行って

も、その要求事項を適用することができない状況」と定義する。 

(2) 前期に開示された数値を更新することが実務上不可能な場合、その旨を開示しなけ

ればならない。 

ISSB基準の理解 

4. IFRS S1 号では、比較情報の開示における実務上不可能な場合の取扱いについて定めて

いる（和訳は事務局による仮訳）。 

B54 Sometimes, it is impracticable to revise a comparative amount to achieve comparability with 

the reporting period. For example, data might not have been collected in the preceding 

period in a way that allows retrospective application of a new definition of a metric, and it 

might be impracticable to recreate the data. If it is impracticable to revise a comparative 

amount for the preceding period, an entity shall disclose that fact. 

 報告期間との比較可能性を達成するために比較対象の数値を更新することが実務

上不可能である場合がある。例えば、指標に関する新たな定義の遡及適用を可能と

する方法で前期においてデータが収集されておらず、データを再構築することが
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実務上不可能である場合がある。前期の比較対象の数値を更新することが実務上

不可能な場合、企業はその旨を開示しなければならない。 

5. また、IFRS S1 号付録 Aでは、「実務上不可能」は、次のように定義されている（和訳は

事務局による仮訳）。 

Applying a requirement is impracticable when an entity cannot apply it after making every reasonable 

effort to do so. 

企業がある要求事項を適用するためにあらゆる合理的な努力を払った後にも、適用するこ

とができない場合、その要求事項の適用は実務上不可能である。 

事務局による分析 

6. 前期に開示された数値を更新することが実務上不可能な場合、その旨を開示しなければ

ならないとの定めは、過去の情報が収集・保存されていないときには、企業が合理的な努

力を行っても前期に開示された数値を更新することができないと考えられることから定

められているものと考えられる。これについて、日本版 S1基準を開発するにあたり、特

段の論点は認識していない。このため、当委員会が開発するサステナビリティ開示基準

について、国際的な比較可能性を大きく損なわせないものとするため、この定めを日本

版 S1 基準に取り入れることが考えられる。 

7. 一方、「実務上不可能」という用語については、企業会計基準第 24 号「会計方針の開示、

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（以下「企業会計基準第 24号」という。）

において、定義はされていないものの、会計方針の変更や表示方法の変更を行う際に、

「遡及適用が実務上不可能な場合」として、次のような状況が該当すると定められてい

る（企業会計基準第 24号第 8項）。 

(1) 過去の情報が収集・保存されておらず、合理的な努力を行っても、遡及適用による影

響額を算定できない場合 

(2) 遡及適用にあたり、過去における経営者の意図について仮定することが必要な場合 

(3) 遡及適用にあたり、会計上の見積りを必要とするときに、会計事象等が発生した時点

の状況に関する情報について、対象となる過去の財務諸表が作成された時点で入手

可能であったものと、その後判明したものとに、客観的に区別することが時の経過に

より不可能な場合 

8. 前項のとおり、「実務上不可能」という用語について、合理的な努力を行っても対応する

ことができないという考え方は、企業会計基準第 24 号においても記載されており、仮に

日本版 S1基準において IFRS S1 号における「実務上不可能」の定義を取り入れたとして
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も、不整合は生じないと考えられる。 

（事務局による提案） 

9. 日本版 S1基準において、次のことを定めることが考えられるがどうか。 

(1) 「実務上不可能」について、「ある要求事項を適用するために合理的な努力を行って

も、その要求事項を適用することができない状況」と定義する。 

(2) 前期に開示された数値を更新することが実務上不可能な場合、その旨を開示しなけ

ればならない。 

文案 

10. 本資料における事務局提案を踏まえた日本版 S1基準の文案イメージは、以下のとおりで

ある。 

（HP では非公表） 
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ディスカッション・ポイント 

① 日本版 S1 基準において次のことを定めるという事務局提案について、ご質問

やご意見があればいただきたい。 

  (1) 「実務上不可能」について、「ある要求事項を適用するために合理的な努

力を行っても、その要求事項を適用することができない状況」と定義す

る。 

  (2) 前期に開示された数値を更新することが実務上不可能な場合、その旨を

開示しなければならない。 

② 日本版 S1基準の文案イメージについて、ご意見をいただきたい。 

③ 本論点に関して、他に検討すべき事項があればご意見いただきたい。 

以 上 


